医療機関経営の視点から診た
平成25年度税制改正
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（１）制度の概要
　本制度は、小規模な医療機関における消費税の事務処理負担軽減を目的として昭和29年に創設されました。現行制度では、医業・歯科医業を営む個人および医療法人において年間の社会保険診療報酬が5,000万円以下である場合、社保診療報酬等の金額区分に応じた以下の概算経費率を乗じて計算した金額を必要経費に算入することとされています。

■概算経費率

	社会保険診療報酬等の額
	概算経費率

	2,500万円以下の金額
	100分の72

	2,500万円を超え

3,000万円以下の金額
	100分の70

	3,000万円を超え

4,000万円以下の金額
	100分の62

	4,000万円を超え

5,000万円以下の金額
	100分の57


（２）制度の変遷

　課税の適正化の観点から、概算経費率については過去、数度に渡って改正が実施されてきました。

■社会保険診療報酬の所得計算の特例における制度の変遷

	昭和29年　制度創設
	制度創設時には、概算経費率が一律72％とされた。

	昭和54年　制度見直し
	一律72％だった概算経費率を5段階の概算経費率へと改正。

	昭和63年　制度見直し
	社会保険診療報酬が5,000万円超の者を特例対象から除外。


（３）会計検査院による意見表示
　国税庁の調べによると、開業医の41％が本制度を適用していることが明らかになっており、これに伴う国の減収見込み額はおよそ245億円です（平成23年度予算ベース）。
　本制度の適用状況を踏まえて、会計検査院は次のような指摘をし、財務省に対して是正を促しました。

　①については、多額の自由診療収入があっても社会保険診療報酬が少なければ本制度ができること、②については、実額の必要経費と、特例を用いて計算した概算経費との間に差額が生じていることを指摘。また、③については、実額経費と概算経費を比較して有利な方を選択することは、納税者にとってみると極めて自然なことであるにもかかわらず、会計検査院は長らく問題視してきました。
（５）平成25年度税制改正における改正点
毎年のように「今年は手直しが入る」と囁かれてきた本制度ですが、平成25年度税制改正によっていよいよ手直しが実施されることになりました。
改正の具体的内容は次の通りです。

■平成25年度税制改正における改正点


　


（１）制度の概要

医学の進歩に伴って医療機器も高度化しているため、上質で安全な医療を提供するためには、定期的な医療機器への投資を行う必要があります。
こうした事情を踏まえ、医療保健業を営む個人また法人が、取得価額500万円以上の高額な医療用機器を取得した場合、取得価額の12％を特別償却することが認められています。この制度は平成25年3月31日までの期限付き措置でしたが、平成25年度税制改正により適用期限が2年間延長されることになりました。
（２）平成25年度税制改正における改正点

　平成25年度税制改正で適用期限が延長されたことと合わせて、特例の対象となる医療用機器が見直されています。
■医療用機器の特別償却率（現行制度）


（注１）

· 医療用の機械および装置ならびに器具および備品のうち、高度な医療の提供に資するものとして厚生労働大臣が財務大臣と協議して指定するもの。
· 薬事法体2条第5項に規定する高度管理医療機器、同条6項に規定する管理医療機器または同条7項に規定する一般医療機器で、これらの規定により厚生労働大臣が指定した日の翌日から2年を経過していないもの。

（注２）
· 医療に係る事故を防止する機能を有する人口呼吸器その他の医療の安全の確保に著しく資する機械および装置ならびに機器および備品として厚生労働大臣と協議して指定するもの。
■追加・除外された対象機器の具体例
	①高度な医療用機器
	追加
	・粒子線治療装置

・線形加速器システム

・放射線治療装置用シンクロナイザ

・補助人工心臓駆動装置　等

	
	除外
	・核医学診断用据置型ガンマカメラ

・全身用エレクトロンビームＸ線ＣＴ診断装置

・常電導磁石式全身用ＭＲ装置　等

	②医療安全に資する医療用機器
	追加
	・人工呼吸器（警報機能付き）

・シリンジポンプ（警報機能付き）

	
	除外
	・生体情報モニタ

・自動錠剤分包機

・調剤誤認防止装置

・分娩監視装置



（１）制度の概要

サービス付き高齢者向け住宅（サ高住）の割増償却制度は、平成23年４月の「高齢者住まい法」改正に伴って創設されました。

高齢者の住宅需要が高まる一方で、収入の少ない高齢者が入居を拒否されるケースも珍しくなく、結果として住環境に恵まれない高齢者が増加していることから、一定の要件を満たすサ高住の設置に対して税のインセンティブを与える制度です。

　現行制度下では、サ高住の設置から５年間、40％（耐用年数が35年未満ものは28％）の割増償却が認められているほか、固定資産税についても5年間、3分の２を軽減する措置が設けられています。

（２）平成25年度税制改正における改正点
　今回の改正により、本制度の適用は平成28年3月31日まで延長されましたが、その一方、割増償却率が20％（耐用年数が35年未満のものは14％）まで縮小されています。結果、サ高住の設置時期によって割増償却率が異なるケースが生じることになるため注意が必要です。
■サ高住の設置時期による割増償却率の違い



　社会保険診療報酬等の事業税については、「保険診療は収益活動ではなく、国民の健康を守るためのものであり、高い公共性・公益性を持つ」という考え方のもと、1952年より非課税として取り扱われています。
　しかしながら近年、都道府県において深刻な税収不足が生じ、また、地方分権の流れによる自治体固有の財源確保が強く議論されていることなどを理由に、全国知事会が制度の廃止を強く要望しています。

　そのため、平成25年度税制改正では制度改正こそ行われませんでしたが、税制改正大綱の中に「税負担の公平性を図る観点や、地域医療の確保を図る観点から、そのあり方について検討する」という文言が記載されました。そのため、平成26年度税制改正に関する議論の中でも引き続き遡上に上るものと考えられます。
■参考：社会保険診療報酬に係る事業税（現行制度）

	社会保険診療報酬
	社会保険診療報酬以外

	非課税
	開設主体
	400万円以下
	400万円超

800万円以下
	800万円超

	
	特別法人
（医療法人等）
	2.7％

（約4.9％）
	4.0％

（約7.2％）
	3.6％
（約6.5％）

	
	普通法人
	2.7％

（約4.9％）
	4.0％

（約7.2％）
	5.3％
（約9.6％）

	
	個人
	5.0％



　　
2012年6月に消費税増税法案が成立し、2014年4月に税率８％、2015年10月に税率10％へと増税されることが決まりました。

消費税増税に伴って問題となるのが、医療機関における「控除対象外消費税」です。以前、医療関係団体はこれを「損税」と表現していました。しかし、「損税」では「得した、損した」という概念・イメージが先行してしまい、財務省等と交渉する上で説得力に欠くという理由から、最近では「控除対象外消費税の問題」と呼ぶようになっています。
医療機関の社会保険診療は、収入計上の際は消費税非課税です。一方で、医療機器、医薬品、診療材料には消費税が課税されます。つまり、医療機関は最終消費者でないにもかかわらず、仕入税額控除ができず消費税を負担していることになります。
日本医師会の調査によると、社会保険診療報酬の控除対象外消費税は１医療機関あたり平均で2.22％にも上ることが分かっています。社会保険診療が年間１億円の医院ではおよそ220万円の控除対象外消費税が発生しているのです。
消費税の増税に伴い、この医療機関の負担部分の増大が懸念されることから、いずれ政府側で何らかの対応がとられるにせよ、医療機関では“自己防衛”として対策を練っておかなければなりません。
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■控除対象外消費税をめぐる動向
　消費税の増税により、現行制度のままでは医療機関の負担が増加することが確実です。そこで平成25年度税制改正大綱には、以下のような文言が掲載されました。

　この文言からも分かる通り、控除対象外消費税への対応は今後の検討課題としてきちんと認識をされていることは間違いありません。では、現実的にはどのような対応が為されていくのでしょうか。

　ここで、平成元年の消費税導入時、平成9年の５％への引上げ時の政府の対応を確認してみますと、いずれも増税分を診療報酬に上乗せする形でケアが行われています。


過去の控除対象外消費税の問題に対して政府は、「診療報酬を上乗せしたことで解決済である」との見解を示しています。
　これに対して医療関係団体は、「診療報酬に対する上乗せは不透明で、実情に合っていない。平成元年に12項目、平成９年に24項目、合計36項目が上乗せされたが、これは数千項目の診療報酬のほんの一部にすぎない」、「当初上乗せされた改定項目のうち、すでに無くなったもの、統合されたものがあるため、現段階で上乗せがきちんとできているか疑問である」といった見解を示しています。

　また関係団体は、社会保険診療報酬の消費税が非課税であることが「誤解を招く」という見解も表明しています。仮に政府の言うように、診療報酬で増税分の1.53％が上乗せされているならば、「社会保険診療には消費税分がそのまま上乗せされており、患者が目に見えない形で負担している」と国民が誤解してしまう事を懸念している訳です。
以上のことから医療関係団体は、消費税が８％～10％に引き上げられる過程で問題を根本的に解決しないと、医療機関の経営そのものが、消費税のために立ち行かなくなるという強い危機感を抱いています。
　こうした過去の経緯などを踏まえ、現在のところ、おおむね以下のような方向性でこの問題への対応策が議論されています。
	（１）平成26 年４月：消費税率５％が８％に移行
1 ２年に１度の診療報酬改定と時期が重なるため、診療報酬・薬価改定で対応する可能性が高い。
2 特定の取引に対して低い税率を適用する、いわゆる軽減税率の導入はされないため、この方向で何らかの手当てをすることは考えにくい。
（２）平成27 年10月に消費税率８％が10％に移行
1 社会保険診療報酬を課税化する考え方もあるが、「このとき税率を何％にするか」など議論すべき項目は多い。
2 また、仮に課税化された場合、これまでに増税分として上乗せされた診療報酬は大幅なマイナス改定となるのか。

③ 軽減税率で手当てされる可能性も議論される。




（１）相続税の基礎控除の縮小
①改正の趣旨
相続税の基礎控除額は、高度経済成長期における地価の上昇を反映して拡大が続けられてきました。しかしながら現在、地価は下落傾向にあり、そのため相続税の課税割合は４％代で推移しており、従来に比べて非常に低いラインで安定しています。
こうした背景を踏まえ、相続税の基礎控除を引き下げる議論は民主党政権時代から数年に渡って継続されてきましたが、税・社会保障の一体改革の第一歩として、いよいよこの基礎控除額の引き下げが実施されることとなりました。
②改正の内容
　現行制度における基礎控除額は「5,000万円＋（1,000万円×法定相続人数）」と定められていますが、改正により「3,000万円＋（600万円×法定相続人数）」まで引き下げられます。
　両親と子供二人の家庭で父親が死亡した場合を例に取ると、現行制度では8,000万円まで基礎控除が認められますが、改正後にはこれが4,800万円まで縮小し、より多くの人が相続税の課税対象となるほか、従来に比べて税額も大きくなります。
■両親と子供二人の家庭で父親が死亡した場合の基礎控除額


これらの改正は、平成27 年１月１日以後に相続又は遺贈により取得する財産に係る相続税について適用されます。
（２）相続税の税率構造の見直し
①改正の趣旨

相続税の重要な機能として「所得の再分配機能」があります。バブル期に比べ地価やその他の物価は大幅に下落したものの、相続税の基礎控除や税率は長く据え置かれたままであったことから、この機能が大幅に低下したものと考えられています。そこで政府は今回、相続税の税率構造の大幅な見直しを決定しました。
②改正の内容
今回の改正では、最高税率が５５％まで引き上げられたほか、税率のきざみが細かく区分されました。非常に増税色の強い改正であると言えます。
■相続税の税率構造（色つきの部分は改正点）

	課税標準
	税率
	
	課税標準
	税率

	1,000 万円以下の金額
	10％
	
	1,000 万円以下の金額
	10％

	3,000 万円 　　〃
	15％
	
	3,000万円 　　〃
	15％

	5,000万円　　 〃
	20％
	
	5,000万円　　 〃
	20％

	１億円　 　　 〃
	30％
	
	１億円　   　 〃
	30％

	３億円　　 　 〃
	40％
	
	２億円以下の金額     　 
	40％

	―
	
	
	３億円        〃
	45％

	３億円超の金額
	50％
	
	６億円        〃
	50％

	―
	
	
	６億円超の金額
	55％


これらの改正は、平成27 年１月１日以後に相続又は遺贈により取得する財産に係る相続税について適用されます。

（１）医療機関に押し寄せる“高齢化”の波
　相続税の増税が医療機関に与えるインパクトは非常に大きなものになると考えられています。その理由の一つとして「医師の高齢化」があるようです。
厚生労働省が行った調査（平成22年（2010年）医師・歯科医師・薬剤師調査）によれば、「病院開設者又は法人の代表者」の平均年齢は、平成12年の61.5歳から徐々に上昇しており、平成22年には63.6歳となっています。また、「診療所開設者」は、平成12年以降、おおむね59.5歳前後で推移しているようです。
■医師の平均年齢の推移

また、60歳以上の人数を見ると、病院開設者・代表者は3432人、診療所開設者・代表者は、31972人となっており、とりわけ70歳以上の人数が病院開設者・代表者で1470人（平成22年）、診療所開設者・代表者も14768人（平成22年）となっており、10年前と比べてほぼ倍増しています。
これらのデータが示すように、多くの医療機関で開設者・代表者の高齢化が進んでおり、今まさに「事業承継」の時期に差し掛かっているのです。

地域医療の安定的供給の観点から見ると、事業承継が円滑に行われることは非常に重要です。今回の相続税の増税が事業承継を困難にし、医療機関の存続にすら関わるのではないかと不安視されています。
（２）経過措置型医療法人の事業承継に大きな打撃
　平成19年の医療法改正により、それ以前に設立された持分のある社団医療法人は、当面の間、経過措置型医療法人として存続することになりました。
現在、医療法人全体の約88％が「持分あり」の経過措置型医療法人であり、それゆえ、相続税の増税により、出資持分に対する相続税負担が大きくなり、医療機関が存続できなくなるのではないかとの懸念があります。
　また、経過措置型医療法人はあくまで「経過措置」であるため、事業承継税制（非上場株式等の納税猶予制度）の適用対象には含まれていません。事業承継税制は平成25年度改正で適用要件が大幅に緩和されましたが、経過措置型医療法人の事業承継問題は依然として積み残しになっているのが現状です。ここでは、今回の相続税の増税を踏まえ、経過措置型医療法人が将来の事業承継に向けてどのような対応をとるべきか解説します。
①選択肢１　＜持分を放棄する＞
持ち分を放棄することで、その出資持分は相続税の対象になりません。持ち分を放棄する方法は様々ですが、主に次の４つが考えられます。
	イ）特定医療法人へ移行する。

ロ）社会医療法人へ移行する。

ハ）単純な定款変更をして持分を放棄する。

ニ）贈与税を払って「持分なし」に移行する。


イ）特定医療法人への移行
　特定医療法人とは、租税特別措置法67条の２第１項に規定する一定の医療法人をいいますが、移行に際しては国税庁長官の承認が必要です。この承認には、医療法人の社員（役員）のうち親族や特殊関係者が３分の１以下とすることを定款で定めるなど、厳しい要件が設けられています。
　通常、出資持分の財産権を放棄することにより、医療法人を個人とみなして贈与税が課税されますが、特定医療法人へ移行する場合には贈与税が課税されることはありません。
ロ）社会医療法人へ移行する
　社会医療法人とは、医療法人のうち医療法第42条の２第１項各号に掲げる要件に該当するものを指します。社会医療法人へ移行するためには、各都道府県知事の認定を受けなければなりません。特定医療法人と同様、移行時の贈与税課税はありませんが、やはり移行のため要件は厳格です。
ハ）単純な定款変更をして持分を放棄する
特定医療法人や社会医療法人並みの基準を満たした上で、自己責任で持ち分のない医療法人へ移行することもできます。しかしこの場合、国税庁長官や都道府県の認定という、いわば“お墨付き”が無いわけですから、贈与税の課税リスクが残ることになります。

ニ）贈与税を払って「持分なし」に移行する
親族や特殊関係者を３分の１以下とするなど特定医療法人、社団医療法人の要件を満たすことが難しい場合、贈与税を払って持分のない医療法人に移行する方法も考えられます。
仮に医療法人の内部留保が数十億～100億円程度あるようなケースでは、相続のたびに十億円単位の税負担が発生します。この点、一度贈与税を支払う事で将来の相続税負担が無くなるのですから、なるべく医療法人の所得が少なく、出資の評価が抑えられている時期を選んで移行することが有効です。

　なお、移行時の贈与税は、医療法人を個人とみなし、医療法人に対して課税されることになります。つまり、内部留保のある医療法人では、その内部留保から贈与税を賄うことができ、個人が納税する必要はありません。そのため、内部留保の多い医療法人では「将来、家族が多額の相続税を負担するなら、いまのうちに法人で払ってしまおう」というのも選択肢の一つなのです。
②選択肢２　＜持分を持ち続ける＞
　持分を持ち続ける法人、すなわち現状を維持する経過措置型医療法人においては、相続税の課税について入念に検討しなければなりません。まして、平成27年４月１日以降は増税されることが確定しているのですから、これまで以上の精査が必要となります

　また、持ち分を持ち続ける医療法人では、「持ち分の払戻し」に対する対処が不可欠です。例えば、昭和の時代に、友人のドクターとお二方で半分ずつ出資して医療法人を作り内部留保が数十億円もたまっている場合、何らかの理由でお二方の関係が上手くいかなくなり片方の方が退社する（＝社員をやめる）と、退社の時に払戻し請求権が生じます。いざこの権利を行使された場合、資産がすべてキャッシュであれば良いのですが、土地・建物や医療機器が大半であれば、「その半分を払い戻せ」という要求に対応できるでしょうか。持ち分を持ち続けるのであれば、持分の払戻しについても十分に考えておく必要があります。
なお、出資払戻に関して、出資額限度法人と呼ばれる制度が設けられています。これは、払戻し限度額をあらかじめ「出資額まで」と定款に定めておくもので、例えば出資額１千万円ならば、出資の評価額が10億円であっても、払戻しは１千万円で済みます。ただし、相続が起こった場合、持分のある医療法人と同様の出資評価になるため留意が必要です。

（１）改正の趣旨
　この特例は、相続人が生前居住していた住宅について、一定の要件を満たすことで評価額が８０％減額される制度です。
もともと、同居する夫などが亡くなることにより、その妻や親族に重い相続税負担が発生することを回避するために設けられたものですが、今回の増税に伴い、仮に制度を据え置くことで負担増となることが想定されるため、制度の拡充が図られました。
（２）改正の内容
　特例の対象となる宅地の面積が拡大されるなど、全部で4項目の改正が加えられました。具体的な改正項目は以下の通りです。

上記①及び②の改正は平成27年１月１日以後に相続又は遺贈により取得する財産に係る相続税について適用し、上記③及び④の改正は平成26年１月１日以後に相続又は遺贈により取得する財産に係る相続について適用されます。
（３）医療機関への影響
　小規模宅地特例に関して医療機関に影響の深い改正項目は、前頁②の内容です。１つの宅地が特定居住用宅地および特定事業用宅地として併用されている場合、同制度を完全併用することができるということですが、医療機関にとっては使い勝手が良いケースもあります。
よくある例では、個人開業医の院長が、自宅の他に診療所の土地・建物を持っているケースです。この場合、特例を完全併用することが出来るようになり利便性が向上しています。
　ただし、事業用の宅地について適用を受けるためには、被相続人の事業を相続人が承継していることが条件です。一般の事業であれば「資格の有無」を気にせず役員になれますが、歯科医院であれば、事業を引継ぐ相続人は歯科医師でなければなりません。ここさえクリアできれば完全併用が可能になります。

　では、父が歯科医院を開業しており、息子が相続した土地で内科医を経営する場合は適用要件を満たすのでしょうか。
これについては「適用要件を満たさない」という取扱いになります。事業の引継ぎに関しては「資格の有無」が優先される判断基準であり、「父の歯科医院を、内科医の息子が引継いだ」という場合、息子は歯科医師の資格を持っていないので、事業を引き継いだことにはなりません。

■小規模宅地特例：医療機関への適用

また医療法人の場合、理事長個人の土地に個人が建物を建て、医療法人に貸しているケースがよくあります。この場合、出資持分のある医療法人の理事長が、持分のうち10分の５超を持っているならば「特定同族会社事業用宅地」に該当し、400㎡まで80％の評価減を受けられます。一方で、持分のない医療法人の場合は残念ながら適用対象にはなりません。
　ただし、持分のない医療法人であっても、「貸付先が特定同族会社に該当せず、一定の貸付け用である」という要件を満たしているならば「貸付事業用宅地」として、200㎡まで50％の評価減を受けることができます。


（１）制度創設の背景
現在、わが国の資産全体のおよそ６割を60歳以上の世代が保有していると言われています。一方で若年世代に目を向けると、高齢世代に比べて保有資産が少なく、それゆえわが国の消費は低調に推移しているのが現状です。

そこで、平成25年度税制改正で創設されたのが、「教育資金の一括贈与に係る贈与税非課税措置」です。この制度は、高齢者世代が保有する資産を若年世代へ移転し、教育費の確保に苦心する子育て世代を支援、これにより経済を活性化することが目的となっています。
（２）制度の概要
現行の相続税制においては、「親子」「祖父と孫」など扶養義務者間で行われる教育資金の贈与で、その必要なときに行われるものについては贈与税が課税されません。例えば,

大学の学費であれば、その支払いの都度、両親や祖父母が負担したものならば贈与税が課税されることはありません。

　しかしながら、教育資金は将来に渡って数千万円規模という多額の金銭が必要であるため、一般的な子育て世代では、将来を心配して消費を控えることに目が向きがちです。このような理由から、教育資金をあらかじめ、一括で贈与したいというニーズは高いと推測されますが、現行制度下でこれを実行すると多額の贈与税が課税されてしまいます。

　今回創設された非課税措置は、子や孫名義の金融機関口座に1500万円までの教育資金を拠出したときの贈与税が非課税となるものです。ただし、「学校等以外の者」に支払われる金銭については、500万円が限度額となります。
■贈与税が非課税となるケース
	受贈者の年齢
	30 歳未満

	贈与者
	受贈者の直系尊属（曾祖父母・祖父母・父母等）

	対象となる金銭
	教育資金に充てるために拠出した金銭

	教育資金
	1 高等学校・大学等の学校等に支払われる入学金・授業料その他の金銭
2 塾等の学校等以外の者に支払われる金銭のうち一定のもの

	非課税となる金額

（非課税拠出額）
	受贈者1人につき1500万円まで（塾等の学校等以外は500万円まで）の金銭

	拠出方法
	信託銀行等金融機関へ信託等を行う。

	拠出できる期間
	平成25年4月1日から平成27年12月31日まで

	払出しの確認
	教育資金の支払いに充当したことを証する書類（学校等が発行する領収書等）を金融機関に提出

	申 告
	受贈者は「教育資金非課税申告書」を信託銀行等の金融機関に提出

	終了時における
贈与税課税
	1 受贈者が30歳に達した場合：残額（非課税拠出額－教育資金支出額）について30歳に達した日に贈与があったものとして贈与税が課税される。
2 受贈者が死亡した場合：贈与税は課税されない。


医療機関経営の視点からみた
平成25年度税制改正　　
【著　者】株式会社　ビズアップ総研
【発　行】株式会社　ビズアップ総研　　　
　　　　
日本ビズアップ株式会社
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社会保険診療報酬等の所得計算の特例　　　　
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多額の自由診療収入があっても、社会保険診療報酬の金額が５千万円以下であれば特例が適用できる。


多額の措置法差額が生じている。


実額計算と概算経費を比較し、有利な方法を選択している。


特例の有効性について、適切な検証が行われていない。





適用対象者から、その年の医業及び歯科医業に係る収入金額が7,000万円を超える者を除外する。


（注）上記の改正は、個人は平成26年分以後の所得税について適用し、法人は平成25 


年４月１日以後に開始する事業年度について適用する。





障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律の施行に伴う規定の整備を行う。





医療機器等の特別償却　　　　
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（１）医療用機器の特別償却率


　　　①　高度な医療用機器(注１)・・・・・・・・・・・・12％


　　　②　医療の安全確保に資する医療用機器(注２)・・・・16％





（２）適用対象となる取得価額


　　　①の医療用機器・・・・・・・・・・・・・500万円以上


　　　②の医療用機器・・・・・・・・・・・・・規定なし





サービス付き高齢者向け住宅の割増償却等　　　　
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５年間の割増償却40%（耐用年数35 年未満28%）（所得税、法人税）


５年間税額を３分の２軽減（固定資産税）


不動産取得税も家屋、土地について優遇





①平成25年４月１日　～　平成27年３月31日　


⇒　割増償却率40%（耐用年数35 年未満は28%）


②平成27年４月１日　～　平成28年３月31日


⇒　割増償却率20%（耐用年数35 年未満は14%）





社会保険診療報酬等の事業税の非課税制度　　　　








4








医療機関における消費税増税への対応
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控除対象外消費税の問題　　　　　
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５ 医療に係る税制のあり方については、消費税率が10％に引き上げられることが予定される中、医療機関の仕入れ税額の負担及び患者等の負担に十分に配慮し、関係者の負担の公平性、透明性を確保しつつ適切な措置を講ずることができるよう、医療保険制度における手当のあり方の検討等と併せて、医療関係者、保険者等の意見も踏まえ、総合的に検討し、結論を得る。


◇税制改正大綱 P90 第三 検討事項








①平成元年（消費税３％で導入時）


診療報酬（本体）：0.11％ 　薬価：0.65％ 　改定率：0.76％





②平成９年（消費税５％に引上げ時）


診療報酬（本体）：0.32％ 　薬価：0.40％


特定保険医療材料：0.05％ 　改定率：0.77％





問題に対する具体的な対応策
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医療機関にも影響する資産税の改正
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相続税に関する改正
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現　行：5,000万円　＋　（1,000万円　×　法定相続人３数）＝　8,000万円








改正後：3,000万円　＋　（600万円　×　法定相続人３数）＝　4,800万円





【現行】





【改正後】





相続税増税が医療機関に与える影響
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小規模宅地等特例の見直し
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①特定居住用宅地等に係る特例の適用対象面積を330 ㎡（現行 240 ㎡）までの部分に拡充する。





②特例の対象として選択する宅地等の全てが特定事業用等宅地等及び特定居住用宅地等である場合には、それぞれの適用対象面積まで適用可能とする。なお、貸付事業用宅地等を選択する場合における適用対象面積の計算については、現行どおり、調整を行うこととする。


⇒１つの宅地が特定居住用宅地および特定事業用宅地として併用されている場合、同制度を完全併用することができる。





③一棟の二世帯住宅で構造上区分のあるものについて、被相続人及びその親族が各独立部分に居住していた場合には、その親族が相続又は遺贈により取得したその敷地の用に供されていた宅地等のうち、被相続人及びその親族が居住していた部分に対応する部分を特例の対象とする。





④老人ホームに入所したことにより被相続人の居住の用に供されなくなった家屋の敷地の用に供されていた宅地等は、次の要件が満たされる場合に限り、相続の開始の直前において被相続人の居住の用に供されていたものとして特例を適用する。


イ　被相続人に介護が必要なため入所したものであること。


ロ　当該家屋が貸付け等の用途に供されていないこと。











適用有





歯科を営む父





歯科を営む息子





歯科を営む父





内科を営む息子





適用無





教育資金の一括贈与に係る贈与税非課税措置
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〒105-7110　東京都港区東新橋1-5-2 汐留シティセンタービル10階


TEL：03-3569-0968　FAX：03-6215-9218


e-mail：info@bmc-net.jp
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